
招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

証券コード　7031
2024年６月12日

株　主　各　位
東京都新宿区新宿一丁目８番１号
株式会社インバウンドテック

代表取締役　社長執行役員 東 間 　 大

第９回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第９回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、本株主総会の招集に際しては、電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウ
ェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。

①【当社ウェブサイト】
https://www.inboundtech.co.jp/ir/index.html
上記ウェブサイトにアクセスの上、「第９回定時株主総会招集ご通知」を選択いただき、ご確認く
ださい。

②【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記ウェブサイトにアクセスの上、当社名または当社証券コードを入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類/ＰＲ情報」「株主総会招集通知 / 株主総会資料」を順に選択いただき、ご確認くださ
い。

【書面（郵送）による議決権行使の場合】
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2024年６月27日（木曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげま
す。

【電磁的方法（インターネット）による議決権行使の場合】
　後記の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧の上、2024年６月27日（木曜日）
午後６時までに議決権をご行使ください。

敬　具
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１．日 時 2024年６月28日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
２．場 所 東京都新宿区西新宿1-14-11

Daiwa西新宿ビル　６階　TKP新宿カンファレンスセンター
ホール４D　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第９期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第９期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
議　　案 第１号議案　取締役６名選任の件

第２号議案　補欠監査役１名選任の件
第３号議案　取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当ての
ための報酬決定の件

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　紙資源節約のため、議事資料として本招集ご通知をお持ちいただくようお願い申しあげます。
　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示が
ない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたします。

電子提供措置事項について
・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、修正した旨、修正前の事項及び修正後の事項を前掲イン

ターネット上の各ウェブサイトに掲載させていただきます。
・本招集ご通知は会社法第325条の5に定める電子提供措置事項を記載した書面となります。株主総

会参考書類等のうち本招集ご通知に記載のない事項につきましては、前掲の各ウェブサイトに別途
掲載しております。したがいまして、監査役および会計監査人が監査した事業報告ならびに連結計
算書類および計算書類は、本招集ご通知の記載事項と各ウェブサイトの記載事項とで構成されてお
ります。

・本株主総会では書面交付請求の有無にかかわらず、株主様には本招集ご通知を一律にお送りしてお
ります。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示の上、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年６月28日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時

30分）

2024年６月27日（木曜日）
午後６時到着分まで

2024年６月27日（木曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入ください。

第１号議案 　
◦ 全員賛成の場合 賛  に〇印

◦ 全員反対の場合 否  に〇印

◦ 一部の候補者に
反対の場合

賛  に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２、３号議案
◦ 賛成の場合 賛  に〇印

◦ 反対の場合 否  に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.tosyodai54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

同封の議決権行使書用紙右下に記載のQRコードをスマート
フォンかタブレット端末で読み取ってください。

1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

東京証券代行株式会社
電話：0120－88－0768（フリーダイヤル）

受付時間　午前９時～午後９時
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(2023年４月１日から
2024年３月31日まで)
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当期の経営成績の概況
　当期における当社グループを取り巻く事業環境は、新型コロナウイルス感染症の影響による
国内のインバウンド需要は急速な回復を見せておりますが、コロナ禍によって激減したサポー
トニーズについては回復のペースが追いついておらず、マルチリンガルCRM事業における多
言語分野に係る業務の受注及び入電数についても増加傾向にあるものの、不透明な状況が続い
ております。一方、コロナ禍による生活様式の変化に伴い、ワクチン接種受付業務などのスポ
ット案件を受注してまいりましたが、これらの業務はほぼ終了する形となったため、その減少
分を官公庁や自治体などの公共関連業務の受注に注力することで、当事業全体としては成長軌
道で推移しております。また、当社グループにおいては、連結子会社である株式会社
OmniGridが計画通りの進捗となり、マルチリンガルCRM事業におけるセグメント売上高及
び利益に貢献いたしました。
　もうひとつの事業セグメントであるセールスアウトソーシング事業においては、主力業務で
ある東京電力グループとの委託業務が前年度に比べて縮小となり、また、期首から計画してお
りました新案件が期待通りの収益計画に至らなかったために撤退したことなどから計画との乖
離が生じた一方、大手携帯キャリアの契約切替勧奨業務が予想を上回る形で推移したこと及び
外注費の圧縮を始めとしたコストコントロールによって利益の確保に努めてまいりました。ま
た、連結子会社である株式会社シー・ワイ・サポートについて、期中より業務内容の見直しに
よってセールスアウトソーシング事業関連の業務に取り組む形で組織のリニューアルを行って
おります。
　その結果、当期の売上高は前期と比べ26,246千円増加し3,318,078千円、営業利益は前期
と比べ64,279千円減少し330,230千円、経常利益は前期と比べ65,370千円減少し324,680
千円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期と比べ46,186千円減少し208,291千円となり
ました。
　セグメント別の状況は以下のとおりであります。また、各事業分野のセグメント利益は、全
社管理部門費用433,524千円を含まない額であります。

－ 5 －



（マルチリンガルCRM事業）
　マルチリンガルCRM事業におきましては、日本語を含む13言語を活用し、外国人と日本人
のコミュニケーション問題を解決する多言語・通訳ソリューションを24時間365日体制で提
供しております。
　今般訪日外国人観光客はコロナ禍以前の水準を取り戻し、実需における多言語によるサポー
トニーズも復調傾向にありますが、当社のビジネスモデルはエンドユーザーからの直接課金で
はないため、セグメントにおける業績への貢献については限定的であると認識しております。
また、コロナ禍において発生した企業のテレワーク推進による一次受付需要の発生や、ワクチ
ン接種受付業務及び新型コロナウイルス感染者のサポート業務といった利益率の高いスポット
案件はシュリンクしておりますが、官公庁や自治体などの公共関連業務の受注拡大が続いてお
ります。こうした点から、日本語を中心とした国内におけるサポート業務の受託が安定して増
加を続ける形となりましたが、売上高及び利益面において前期と比較して微減する形となりま
した。また、当社グループの株式会社OmniGridについては計画通りの進捗となりました。
　以上の結果、マルチリンガルCRM事業全体では、売上高は前期と比べ128,212千円減少し
2,224,390千円、セグメント利益は前期と比べ12,010千円減少し524,470千円となりまし
た。

（セールスアウトソーシング事業）
　セールスアウトソーシング事業では、主に当社がクライアント企業に代わって見込みユーザ
ーに対してインサイドセールス等を行っております。当期については、主力業務である東京電
力グループとの委託業務が前期に比べて縮小となり、また、期首から計画しておりました新案
件が期待通りの収益計画に至らなかったために撤退したことなどから計画との乖離が生じた一
方、大手携帯キャリアの契約切替勧奨業務が予想を上回る形で推移したことから売上高におい
ては前期を上回る着地となりました。また、連結子会社である株式会社シー・ワイ・サポート
について、期中より業務内容の見直しによってセールスアウトソーシング事業関連の業務に取
り組む形で組織のリニューアルを行っており、セグメント売上高、利益共に貢献しておりま
す。しかしながら、利益面においては大手携帯キャリアの契約切替勧奨業務における外注費の
増加及び、セグメント利益を牽引している東京電力グループとの委託業務が縮小となったこと
に連動する形での利益減少などが重なったことで前期を割り込む結果となりました。
　以上の結果、セールスアウトソーシング事業全体では、売上高は前期と比べ158,909千円
増加し1,099,468千円、セグメント利益は前期と比べ50,730千円減少し239,284千円となり
ました。
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事 業 区 分

第 ８ 期
（2023年３月期）

（前事業年度）

第 ９ 期
（2024年３月期）

（当事業年度）
前事業年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率
マルチリンガルCRM事業 2,352,602千円 71.4％ 2,224,390千円 66.9％ △128,212千円 △5.5％
セールスアウトソーシング事業 940,559 28.6 1,099,468 33.1 158,909 16.9

合 計 3,293,161 100.0 3,323,859 100.0 30,697 0.9

事業別売上高

②　設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は83,701千円で、その主な
内訳は次のとおりであります。
　当事業年度中に完成した主要設備

全社　ネットワークセキュリティ機器の導入　　　　　　 41,535千円
マルチリンガルCRM事業　新宿コンタクトセンターの改修 22,840千円

③　資金調達の状況
　　該当事項はありません。

区 分 第 ６ 期
(2021年３月期)

第 ７ 期
(2022年３月期)

第 ８ 期
(2023年３月期)

第 ９ 期
(当事業年度)

(2024年３月期)
売 上 高(千円) － 2,769,910 3,291,832 3,318,078

経 常 利 益(千円) － 288,806 390,051 324,680

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(千円) － 182,879 254,478 208,291

１株当たり当期純利益 (円) － 70.51 97.32 82.23

総 資 産(千円) － 3,831,726 3,981,249 3,777,866

純 資 産(千円) － 2,351,263 2,631,941 2,682,632

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － 702.44 799.74 855.04

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１．当社は、第７期より連結計算書類を作成しております。
２．当社は、2022年10月14日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第7期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算出し
ております。
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区 分 第 ６ 期
(2021年３月期)

第 ７ 期
(2022年３月期)

第 ８ 期
(2023年３月期)

第 ９ 期
(当事業年度)

(2024年３月期)
売 上 高(千円) 2,003,299 2,583,228 2,760,049 2,722,815

経 常 利 益(千円) 268,293 282,416 340,247 312,778

当 期 純 利 益(千円) 179,448 183,266 216,068 211,591

１株当たり当期純利益 (円) 83.43 70.66 82.63 83.53

総 資 産(千円) 2,051,249 3,258,835 3,326,598 3,111,051

純 資 産(千円) 1,635,970 1,837,513 2,065,484 2,095,152

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 638.22 702.59 785.20 841.60

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第７期の期首から適
用しており、第７期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており
ます。

　　　２．当社は、2022年10月14日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第６
期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算出
しております。

会社名 資本金 当社の
議決権比率 主な事業内容

株式会社シー・ワイ・サポート 46,326千円 81.0％ ・営業アウトソーシング事業

株式会社OmniGrid 90,000千円 65.0％
・音声予約システム開発・運営
・音声通話システム開発・運営
・レンタルサーバー事業

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
　①重要な子会社の状況

　②重要な企業結合等の状況
　　該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
①コンサルティング営業の強化
　当社は、既存クライアントと信頼関係を保ちながら、ビジネスパートナーとして協業関係を深
耕していくとともに、外国人労働者増加に伴い、在留外国人向けのインフラサービスを提供する
自治体や企業の多言語化ニーズを取り込み、新規クライアントの獲得を推進していく方針であり
ます。そのため、営業人員の増加に加え、営業員間での取引事例や課題についての情報共有によ
る顧客対応能力の強化等に積極的に取り組んでおります。クライアントの視点からは気付き難い
エンドユーザー目線でのニーズの拾い上げやサービスの利用方法の指導等により、取引機会の拡
大を推進してまいります。

②サービス品質の向上
　24時間365日、多言語に対応するマルチリンガルＣＲＭ事業は発展途上のサービスと認識し
ており、クライアントやエンドユーザーにとっての利便性・満足度を向上させ、利用頻度の高い
サービスへの進化が重要な課題であると考えております。コアな要望を持つクライアント向け専
用のコンタクトセンターの開設や映像通訳システムのアップデート、オペレーターの対応能力の
強化等により、サービス品質の向上を図ってまいります。

③コンシューマー向けサービス展開の推進
　マルチリンガルＣＲＭ事業における取引先は企業・自治体が中心ですが、事業領域の拡大のた
め、今後はコンシューマー向けサービス展開の推進が必要であると認識しております。ＡＩと人
間（当社オペレーター）がハイブリッド対応する通訳機能に特化した端末や世界中に点在する通
訳者とユーザーをマッチングさせるプラットフォーム等、新たにコンシューマー向けサービスの
開発に取り組み、事業領域の拡大を図ってまいります。

④セールスアウトソーシング事業におけるインフラ関連商材の取り扱い拡大
　当社のセールスアウトソーシング事業は、設立以来、市場のニーズや時代の流行に合わせて適
宜、取り扱う商材・サービスを入れ替え、事業を展開しており、現在、当社が取り扱う商材・サ
ービスは、東京電力エナジーパートナー株式会社の電力関連が中心となっております。今後も、
同社との取引関係を重視かつ、協業関係を深耕していくとともに、経営資源の拡充により当社が
得意とするインフラ関連の新たな商材・サービスの取り扱いを推進してまいります。
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⑤グローバル展開の推進
　マルチリンガルＣＲＭ事業については、成長著しいアジア市場をはじめとする海外市場への事
業展開を視野に入れております。具体的には、海外企業との提携による対応言語の拡大や業務対
応キャパシティの向上、さらには多国籍企業や日本で事業展開を行う外資系企業など海外クライ
アントの開拓など事業のグローバル展開を検討しております。

⑥ビッグデータの収集・分析によるサービス品質の向上・新たな付加価値の創造
　これまで当社に集積された通話・通訳の録音データは、新たな価値の創造につながる重要な資
産であると認識しております。今後、当社ＡＩ通訳の精度向上、業界別・場面別にデータをＡＩ
にて分析しマーケティングやコンサルティング分野への応用、開発企業へのデータ提供等、ビッ
グデータの活用に取り組んでまいります。

⑦小規模オフィス・店舗向けの営業活動
　当社は小規模オフィス・店舗向けにクラウド型ビデオ通話システムを利用した１分150円（最
低利用限度額3,000円／月）から利用可能な通訳サービス「エコノミー通訳R」を提供しており
ます。同サービスは小規模オフィス・店舗にとってマルチリンガルＣＲＭのツールとなるもので
あり、エンドユーザーにとっても利便性が高いサービスであります。同サービスを直販だけでな
く、代理店を通じた委託販売や提携企業への卸売などを進めてまいります。

⑧優秀な人材の確保と育成
　当社は、今後持続的な成長を遂げるために、優秀な人材の確保及び成長フェーズに沿った組織
設計、人材育成体制の強化が不可欠、かつ、課題であると認識しております。優秀な人材の確保
のため、新卒採用を開始し、成長の資質を備え、かつ、当社の企業風土に合致した人材の登用を
進めるとともに、人材育成体制の整備を推進し、人材の定着と組織力の底上げを図ってまいりま
す。

⑨内部管理体制の強化
　当社グループの従業員数は、臨時雇用者を含めて250名（2024年３月末現在）であり、内部
管理体制も当該規模に応じたものとなっております。今後も事業規模の拡大を図っていくため、
必要なスキルをもった人材を適宜確保・育成しながら内部管理体制の強化を推進してまいりま
す。
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事 業 区 分 事 業 内 容

マルチリンガルCRM事業 24時間365日、多言語に対応したコンタクトセンターの運営
セールスアウトソーシング事業 テレマーケティング・訪問等による顧客への販売代行

⑸　主要な事業内容（2024年３月31日現在）

本 社 東京都新宿区

S A T S U M A  B P O セ ン タ ー 鹿児島県南さつま市

大 阪 コ ン タ ク ト セ ン タ ー 大阪府大阪市中央区

株式会社シー・ワイ・サポート 本社（東京都新宿区）

株 式 会 社 O m n i G r i d 本社（東京都新宿区）

⑹　主要な営業所（2024年３月31日現在）
①当社

②子会社

事 業 区 分 使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

マ ル チ リ ン ガ ル C R M 事 業 65（155）名 9 （42）

セ ー ル ス ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業 13 （2） 4 （△4）

管 理 部 門 15 （－） 3 （△1）

合 計 93（157） 16 （37）

⑺　使用人の状況（2024年３月31日現在）

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員及びアルバイトは（　）内に外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 696,000千円

⑻　主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）
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２．株式の状況（2024年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 7,956,000株
⑵　発行済株式の総数 2,616,600株
⑶　株主数 1,587名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

下 大 薗 　 豊 277,900株 11.27％

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル キ ャ ス ト 239,500 9.71

株 式 会 社 Ｕ Ｈ  Ｐ ａ ｒ ｔ ｎ ｅ ｒ ｓ  ２ 185,000 7.50

株 式 会 社 Ｕ Ｈ  Ｐ ａ ｒ ｔ ｎ ｅ ｒ ｓ  ３ 185,000 7.50

光 通 信 株 式 会 社 177,800 7.21

株 式 会 社 Ｓ ｈ ｅ ｌ ｔ ｅ ｒ 168,200 6.82

金 子 将 之 67,800 2.75

楽 天 証 券 株 式 会 社 65,700 2.67

東 間 　 大 60,500 2.45

東京電力フロンティアパートナーズ合同会社 52,800 2.14

⑷　大株主

（注）１．当社は、自己株式を150,162株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま
す。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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第 2 回 新 株 予 約 権 第 ３ 回 新 株 予 約 権 第 ４ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2016年12月8日 2019年６月27日 2022年８月12日

新 株 予 約 権 の 数 165個
　

336個
　

400個
　

新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式 148,500株
(新株予約権１個につき 900株)
　

普通株式 100,800株
(新株予約権１個につき 300株)
　

普通株式 120,000株
(新株予約権１個につき 300株)
　

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額 新株予約権1個当たり　5,200円 新株予約権と引換えに払い込みは要

しない 新株予約権１個当たり　20,000円

新株予約権の行使に
際して出資される
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 323,100円
(１株当たり 359円)
　

新株予約権１個当たり 131,700円
(１株当たり 439円)
　

新株予約権１個当たり 342,000円
(１株当たり 1,140円)
　

権 利 行 使 期 間 2016年12月９日から
2026年12月８日まで

2021年８月20日から
2029年６月27日まで

2022年８月31日から
2032年８月30日まで

行 使 の 条 件 （注）1 （注）1 （注）2

役 員 の
保 有 状

況

取 締 役
（社外取締
役を除く）

新株予約権の数 25個
目的となる株式数 22,500株
保有者数 1名

　

新株予約権の数 261個
目的となる株式数 78,300株
保有者数 3名

　

新株予約権の数 330個
目的となる株式数 99,000株
保有者数 3名

　

３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況

（注）１．①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役
または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があ
ると取締役会が認めた場合は、この限りではない。
②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③新株予約権者は、当社の普通株式が金融商品取引所に上場されて以降６ヶ月を経過した場合にの
み、本新株予約権を行使することができる。
④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過するこ
ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

－ 13 －



　　　２．①割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所における当社普通株式
の普通取引の終値の１ヶ月間（当日を含む21取引日）の平均値が一度でも行使価額に30％を乗じた
価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の終期までに行使し
なければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。
(a)当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
(b)当社が法令や東京証券取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかった

ことが判明した場合
(c)当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた

事情に大きな変更が生じた場合
(d)その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合
②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過
することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
④各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 下 大 薗 　 豊 株式会社OmniGrid　代表取締役

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員 東 間 　 大

当社　ソリューション事業本部長
株式会社パスファインダー　代表取締役
株式会社OmniGrid　取締役

取 締 役 C F O
専 務 執 行 役 員 金 子 　 将 之

当社　管理本部長
株式会社システムオーガスト　監査役
株式会社OmniGrid　監査役

取 締 役 藤 咲 　 雄 司 田岡化学工業株式会社　社外取締役（監査等委員）

取 締 役 張 　 佑 騎

弁護士、弁護士法人ノーサイド法律事務所
永和情報システム株式会社　社外取締役
山田アンドパートナーズアドバイザリー株式会社　社外取締
役
株式会社ユナイテッド・フロント・パートナーズ　社外取
締役（監査等委員）

取 締 役 砂 川 　 伸 幸 株式会社船井総研ホールディングス　社外取締役
国立大学法人京都大学経営管理大学院　教授

常 勤 監 査 役 田 口 　 幸 男 株式会社スマートパワーサービス　監査役

監 査 役 小 尾 　 一 介

Link Asia Capital株式会社　代表取締役
クロスロケーションズ株式会社　代表取締役
株式会社ファンコミュニケーションズ　社外取締役
株式会社インフォネット　社外取締役

監 査 役 笠 原 　 幹 夫

社会保険労務士かさはら事務所　代表社会保険労務士
GafsJapan株式会社　代表取締役
社会福祉法人こころ福祉会　監事
社会福祉法人公陽会　理事
社会福祉法人恵泉会　理事

４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（2024年３月31日現在）

（注）１．藤咲雄司氏、張佑騎氏及び砂川伸幸氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役田口幸男氏、小尾一介氏及び笠原幹夫氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。
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３．取締役の藤咲雄司氏は、上場企業において経営の経験があるほか、金融機関での長年の勤務経験があ
り、財務運用及び経営戦略に関する相当程度の知見を有しております。

４．取締役の張佑騎氏は、弁護士資格を有しており法律の専門家として法令及びコンプライアンスに関し
て相当程度の知見を有しております。

５．取締役の砂川伸幸氏は、大学教授として主にファイナンス・会計・ESG経営の分野における専門的知見
を有しております。

６．常勤監査役の田口幸男氏は、上場企業にて長年経理・財務に携わってきた経験があり、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有しております。

７．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を、東京証券取引所に対し独立役員として届け出ておりま
す。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各社外取締役及び各社外監査役とも会社法第425
条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、取締役及び監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償
責任保険契約を締結しており、被保険者が株主代表訴訟等を提起され損害賠償を請求された場合
及び被保険者が損害賠償請求を提起され職務に起因する第三者に対する損害を賠償した場合の法
律上の損害賠償金及び争訟費用等について填補することとし、保険料は会社が負担しておりま
す。故意または重過失に起因する損害賠償請求は当該契約により補填されません。

⑷　取締役及び監査役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年３月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
方針を決議しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につ
いて、報酬等の内容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針
と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、
当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
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基本報酬 業績連動報酬

上記（１）①の取締役 概ね 85％ 概ね 15％

上記（１）②の取締役 概ね 85％ 概ね 15％

ａ．基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機
能するように株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各
職責に応じた適正な水準とする。

ｂ．取締役の報酬に係る方針
（１）基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に係る方針（報酬等を与える時期

又は条件の決定に関する方針を含む）
　役位、職責、在任年数に応じて、他社水準及び対従業員給与とのバランスを考慮し
ながら総合的に勘案して、取締役会で承認された方法により決定し、月額固定報酬と
して支給する。

（２）業績連動報酬（金銭報酬）の内容及び額の算定方法の決定に係る方針（報酬等を与え
る時期又は条件の決定に関する方針を含む）
　事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、業績指標を反映した現金報酬
として、前事業年度の売上高及び営業利益の実績値を前事業年度の目標値と比較し、
それらの達成度合いに応じて算出し、毎年一定の時期に支給する。

ｃ．取締役報酬の構成内容及び構成割合
（１）構成内容

　取締役報酬の構成内容は下記のとおりとする。
①代表取締役、取締役会長：基本報酬、業績連動報酬
②その他の業務執行取締役：基本報酬、業績連動報酬
③社外取締役：基本報酬

（２）構成割合
　基本報酬の額及び業績連動報酬の額に関する、報酬の構成割合の目安は次のとおり
とする。（業績指標の達成率が100％の場合）
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区 分 報 酬 等 の
総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
員数

基 本 報 酬 業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

79,200千円
（10,800）

79,200千円
（10,800）

－千円
（－） － ６名

（３）
監 査 役
（うち社外監査役）

14,400
（14,400）

14,400
（14,400） － － ３

（３）
合 計
（うち社外役員）

93,600
（25,200）

93,600
（25,200）

－
（－） － ９

（６）

ｄ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　具体的な報酬額については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、取締
役会の決議により代表取締役にその具体的内容の決定を委任するものとする。代表取締役
は、委員の過半数が社外取締役で構成される指名・報酬委員会の答申を得たうえで、上記
について決定するものとする。

②　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役の報酬は、年額375,000千円（使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含まない）の範囲内
で、委員の過半数が社外取締役で構成される指名・報酬委員会の答申を得たうえで、取締役会決議に
より代表取締役　社長執行役員　ソリューション事業本部長　東間大に一任しております。委任した
理由は、当社全体の業績を勘案しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役が適切であると判断した
ためであります。なお、当該報酬総額の上限は、2017年６月28日開催の第２回定時株主総会で決議
されたものであり、当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名（うち社外取締役１名）です。当社
では営業利益率を重要な経営指標として認識していることから、業績連動報酬に係る業績指標につい
ては年次計画における営業利益として定めており、達成率100％を上限として支給割合を決定してお
ります。当事業年度については2023年５月15日に発表した通期業績予想における営業利益の額を上
回り達成しましたが、経営状況を鑑み支給対象である取締役全員が受取を辞退しております。代表取
締役東間大は、代表権を有する業務執行取締役として当社の業績に対する責任を負っており、重要な
業務執行として、取締役が担う役割および責務を踏まえ、インセンティブとして適切な金銭報酬の額
を決定する方針です。

２．監査役の報酬は、年額50,000千円の範囲内で、監査役の協議によって決定しております。なお、当
該報酬総額の上限は、2017年６月28日開催の第２回定時株主総会で決議されたものであり、当該株
主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち社外監査役３名）です。
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重 要 な 兼 職 の 状 況 当社との関係

取締役 藤 咲 　 雄 司 田岡化学工業株式会社　社外取締役（監査等委員） 特別の関係はありま
せん。

取締役 張 　 佑 騎

弁護士、弁護士法人ノーサイド法律事務所
永和情報システム株式会社　社外取締役
山田アンドパートナーズアドバイザリー株式会社　社
外取締役
株式会社ユナイテッド・フロント・パートナーズ　
社外取締役（監査等委員）

特別の関係はありま
せん。

取締役 砂 川 　 伸 幸 株式会社船井総研ホールディングス　社外取締役
国立大学法人京都大学経営管理大学院　教授

特別の関係はありま
せん。

監査役 田 口 　 幸 男 株式会社スマートパワーサービス　監査役 特別の関係はありま
せん。

監査役 小 尾 　 一 介

Link Asia Capital株式会社　代表取締役
クロスロケーションズ株式会社　代表取締役
株式会社ファンコミュニケーションズ　社外取締役
株式会社インフォネット　社外取締役

特別の関係はありま
せん。

監査役 笠 原 　 幹 夫

社会保険労務士かさはら事務所　代表社会保険労務
士
GafsJapan株式会社　代表取締役
社会福祉法人こころ福祉会　監事
社会福祉法人公陽会　理事
社会福祉法人恵泉会　理事

特別の関係はありま
せん。

⑸　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外
取 締 役 藤 咲 　 雄 司

　同氏は社外取締役に就任以降、企業経営者としての豊富な経験と幅広い知
識に基づき、経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求められる役
割・責務を十分に発揮しております。当事業年度開催の取締役会13回全て
に出席し、必要に応じ、企業経営者の観点から、議案・審議等につき必要な
発言を適宜行っております。

社 外
取 締 役 張 　 佑 騎

　同氏は社外取締役に就任以降、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識に
基づき、法令・コンプライアンスを意識する助言など社外取締役に求められ
る役割・責務を十分に発揮しております。当事業年度開催の取締役会13回
全てに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専門的見地から、議案・審
議等につき必要な発言を適宜行っております。

社 外
取 締 役 砂 川 　 伸 幸

　同氏は社外取締役に就任以降、大学教授としての豊富な経験と幅広い見識
に基づき、Ｍ＆Ａ及びファイナンスに関する助言など社外取締役に求められ
る役割・責務を十分に発揮しております。当事業年度開催の取締役会13回
全てに出席し、必要に応じ、ファイナンス・会計・ESG経営の分野における
専門家の観点から、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

社 外
監 査 役 田 口 　 幸 男

　当事業年度開催の取締役会13回及び監査役会16回の全てに出席し、必要
に応じ、監査役監査業務に長年従事した観点から、議案・審議等につき必要
な発言を適宜行っております。

社 外
監 査 役 小 尾 　 一 介

　当事業年度開催の取締役会13回及び監査役会16回の全てに出席し、必要
に応じ、企業経営者の観点から、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っ
ております。

社 外
監 査 役 笠 原 　 幹 夫

　当事業年度開催の取締役会13回及び監査役会16回の全てに出席し、主に
社会保険労務士としての専門的見地から、議案・審議等につき必要な発言を
適宜行っております。

②　当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30,000

５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　三優監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理
由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ　法令・定款及び社会規範を遵守するための「Inbound Tech Vision」を制定し、全社に
周知・徹底する。

ｂ　コンプライアンス規程にて、管理本部及びコンプライアンス委員会においてコンプライア
ンスの取り組みを横断的に統括することとし、同本部を中心に役職員研修等を行う。

ｃ　内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅速に対応する。
ｄ　当社は、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な要

求には断固としてこれを拒絶する。
②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ａ　職務の執行に係る重要文書は、十分な注意をもって保存・保管に努めることとし、必要に
応じて閲覧可能な状態を維持する。保存対象文書、保存期間、取扱要領等については文書
管理規程に基づき管理する。

ｂ　取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。
③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ　リスク管理規程にて、会社の事業活動において想定される各種リスクに対応する組織及び
責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築する。

ｂ　リスク発生時にはリスク管理規程等の規定に基づき、代表取締役が指揮する緊急対策本部
を設置し、リスクへの対処・最小化に努める。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ　取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程を定め、取締役の職務及び権限、責任の明確

化を図る。
ｂ　取締役会を毎月１回定期的に開催する他、必要に応じて適宜臨時に開催する。

⑤当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ　子会社管理・報告体制については主管部署を定めた上で経営管理及び経営指導にあたると

ともに、各子会社には原則として取締役・監査役を派遣して業務の適正を確保する。
ｂ　子会社の経営上の重要事項に関しては、原則として子会社ごとに当社の事前承認を要する

事項や当社への報告を要する事項を取り決める。
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⑥監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という。）を置くことを求めた場
合における当該使用人に関する事項
監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議のうえ、補助使用人を任命し、当該監査業務
の補助に当たらせる。

⑦補助使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性
の確保に関する事項
ａ　監査役より監査役の補助の要請を受けた使用人は、取締役及び上長等の指揮・命令は受け

ないものとする。
ｂ　当該使用人の人事異動及び考課については、監査役の同意を得るものとする。

⑧取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
ａ　監査役は、取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役及び使用人から職務執行状況の報

告を求めることができる。
ｂ　取締役及び使用人は、法令に反する事実、会社に著しい損害を与える恐れのある事実を発

見したときには、速やかに監査役に報告する。
ｃ　取締役及び使用人は、監査役からの業務執行に関する事項の報告を求められたときには速

やかに報告する。
ｄ　内部通報制度内において、監査役に対して報告を行った者に対する不利益取扱を禁止する

旨明記し、周知徹底する。
⑨子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者による監査役への

報告体制等
ａ　子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社の監

査役に対して当該子会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実等を直接報告することがで
きる。

ｂ　上記により監査役に対して報告を行ったものに対する不利益取り扱いを禁止し、十分周知
する。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ　監査役会は、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を担保する。
ｂ　監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通を図る。
ｃ　監査役は、会計監査人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、相互の連携を図る。
ｄ　監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、会社の費用負担にて弁護士、公認会計士そ

の他専門家の意見を聴取することができる。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①当社の業務実行状況の把握について

　当事業年度において当社は取締役会を13回開催しております。毎月１回定例で開催される
取締役会においては、業務の執行状況について報告を受けており、管理部門を通じて適宜管
理・指導を行っております。

②コンプライアンス遵守への対応状況について
　コンプライアンス遵守をより強化するため、内部通報制度の外部窓口設置を実施しておりま
す。また、内部監査室は、内部監査計画に基づき、次に掲げる監査並びにモニタリングを実施
いたしました。
ａ　業務の適正性、法令順守状況に関する内部統制監査
ｂ　財務報告に係る内部統制監査

③グループ会社管理
　当社規程に定める決裁事項に基づき、子会社からの起案を受け、当社において必要な決裁を
行っております。また、子会社の財務状況、経営課題その他重要な情報について、子会社から
報告を受けております。
　内部監査規程に基づき、当社の内部監査部門が子会社に対する内部監査を実施しておりま
す。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、財政状態及び経営成績を勘案
して、株主への利益配当を実現することを基本方針としております。しかしながら、当社は事業拡
大の途上にあり、経営計画達成のための事業展開と財政基盤強化のために必要な内部留保を優先す
るため、これまでのところ配当は実施しておりません。現時点においても、当社は事業拡大の途上
にあると認識し内部留保の充実に努めておりますが、将来的には、財政状態及び経営成績を勘案し
ながら株主への利益還元を実行する方針であります。なお、現時点において、配当実施の可能性及
びその実施時期等については未定であります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

2,282,457
1,701,535
535,430
45,822
△330

1,495,408
143,090
68,593
74,496

1,151,987
633,955
317,750
200,281
200,330
44,246

156,083

　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 842,206

買 掛 金 132,890
短 期 借 入 金 300,000
1年内返済予定の長期借入金 144,000
未 払 法 人 税 等 44,529
契 約 負 債 1,438
賞 与 引 当 金 1,800
そ の 他 217,548

固 定 負 債 253,026
長 期 借 入 金 252,000
資 産 除 去 債 務 1,026

負 債 合 計 1,095,233
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 2,108,891
資 本 金 547,696
資 本 剰 余 金 582,784
利 益 剰 余 金 1,168,121
自 己 株 式 △189,710

新 株 予 約 権 19,407
非 支 配 株 主 持 分 554,333
純 資 産 合 計 2,682,632

資 産 合 計 3,777,866 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,777,866

連 結 貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 3,318,078
売 上 原 価 2,427,120
売 上 総 利 益 890,958
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 560,728
営 業 利 益 330,230
営 業 外 収 益

受 取 利 息 18
還 付 加 算 金 34
雑 収 入 21
そ の 他 10 84

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,997
支 払 手 数 料 1,635 5,633

経 常 利 益 324,680
特 別 利 益

短 期 売 買 利 益 受 増 益 222 222
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,518 4,518
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 320,384
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 104,127
法 人 税 等 調 整 額 △3,010 101,116
当 期 純 利 益 219,268
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 10,976
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 208,291

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで)

株 主 資 本
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計
資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
当 期 首 残 高 547,367 584,031 959,829 △166 2,091,063 12,443 528,434 2,631,941

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純利益 208,291 208,291 208,291

新株の発行（新株予約権の行使） 328 328 656 656

自 己 株 式 の 取 得 △189,544 △189,544 △189,544

非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 △1,575 △1,575 △1,575

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 6,964 25,899 32,863

当 期 変 動 額 合 計 328 △1,246 208,291 △189,544 17,828 6,964 25,899 50,691

当 期 末 残 高 547,696 582,784 1,168,121 △189,710 2,108,891 19,407 554,333 2,682,632

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産 1,731,346 流 動 負 債 762,872
現 金 及 び 預 金 1,244,294 買 掛 金 95,763
売 掛 金 453,229 短 期 借 入 金 300,000
前 払 費 用 22,989 １年内返済予定の長期借入金 144,000
そ の 他 10,832 未 払 金 139,399

固 定 資 産 1,379,705 預 り 金 4,877
有 形 固 定 資 産 130,715 前 受 金 462

建 物 68,388 契 約 負 債 1,438
構 築 物 205 未 払 法 人 税 等 37,172
工 具 、 器 具 及 び 備 品 62,121 未 払 費 用 18,954

無 形 固 定 資 産 40,162 そ の 他 20,805
ソ フ ト ウ エ ア 26,609 固 定 負 債 253,026
商 標 権 35 長 期 借 入 金 252,000
の れ ん 13,517 資 産 除 去 債 務 1,026

投 資 そ の 他 の 資 産 1,208,827 負 債 合 計 1,015,899
出 資 金 10 （ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
長 期 前 払 費 用 7,250 株 主 資 本 2,075,744
関 係 会 社 株 式 1,048,315 資 本 金 547,696
繰 延 税 金 資 産 18,102 資 本 剰 余 金 584,359
そ の 他 135,149 資 本 準 備 金 537,696

そ の 他 資 本 剰 余 金 46,663
利 益 剰 余 金 1,133,399

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,133,399
繰 越 利 益 剰 余 金 1,133,399

自 己 株 式 △189,710
新 株 予 約 権 19,407
純 資 産 合 計 2,095,152

資 産 合 計 3,111,051 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,111,051

貸　借　対　照　表
（2024年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年４月１日から
2024年３月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 2,722,815
売 上 原 価 2,078,718
売 上 総 利 益 644,096
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 360,772
営 業 利 益 283,323
営 業 外 収 益

受 取 利 息 14
受 取 配 当 金 35,014
そ の 他 59 35,088

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,997
支 払 手 数 料 1,635 5,633

経 常 利 益 312,778
特 別 利 益

短 期 売 買 利 益 受 増 益 222 222
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,228 4,228
税 引 前 当 期 純 利 益 308,773
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 91,104
法 人 税 等 調 整 額 6,077 97,181
当 期 純 利 益 211,591

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年４月１日から
2024年３月31日まで)

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他資本

剰余金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 547,367 537,367 46,663 584,031 921,808 921,808 △166 2,053,041 12,443 2,065,484

当期変動額

当期純利益 211,591 211,591 211,591 211,591

新株の発行(新株予約
権の行使) 328 328 328 656 656

自己株式の取得 △189,544 △189,544 △189,544

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 6,964 6,964

当期変動額合計 328 328 － 328 211,591 211,591 △189,544 22,703 6,964 29,668

当期末残高 547,696 537,696 46,663 584,359 1,133,399 1,133,399 △189,710 2,075,744 19,407 2,095,152

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 田 　 亘 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 伯 　 洋 介

独立監査人の監査報告書
2024年５月24日

株式会社インバウンドテック
取締役会　御中

三優監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社インバウンドテックの2023年４月１日から2024年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イ
ンバウンドテック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連
結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 田 　 亘 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 伯 　 洋 介

独立監査人の監査報告書
2024年５月24日

株式会社インバウンドテック
取締役会　御中

三優監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社インバウンドテックの2023年４月１日から2024年３
月31日までの第９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類
等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算
書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年４月1日から2024年３月31日までの第９期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の通り報
告致します。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

（2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査致しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明致しました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類並びに計算書類
及びその附属明細書について検討致しました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
（1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2)連結計算書類の監査結果
会計監査人　三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月28日
株式会社インバウンドテック　監査役会

常 勤 監 査 役 （社外監査役） 田 口 幸 男 ㊞
監 査 役 （社外監査役） 小 尾 一 介 ㊞
監 査 役 （社外監査役） 笠 原 幹 夫 ㊞

　
以　上
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 株 式 数

１
（再任）

とう

東
 

　
 

　
ま

間
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
だい

大
(1967年７月31日)

    2015年    4 月 当社　取締役
    2017年    9 月 当社　代表取締役社長
    2018年    4 月 当社　代表取締役　社長執行役員
    2019年    2 月 株式会社パスファインダー

代表取締役（現任）
    2019年    4 月 当社　代表取締役　社長執行役員

兼 ソリューション事業本部長（現任）
    2021年    11月 株式会社OmniGrid　取締役（現任）

60,500株

重要な兼職の状況 株式会社パスファインダー代表取締役
株式会社OmniGrid　取締役

２
（再任）

しも

下
 

　
おお

大
 

　
ぞの

薗
 

　
 

　
 

　
 

　
ゆたか

豊
(1979年８月４日)

    2011年    2 月 株式会社ブリックス　取締役会長
    2013年    6 月 同社　代表取締役社長
    2015年    4 月 当社　代表取締役社長
    2017年    9 月 当社　取締役会長（現任）
    2021年    11月 株式会社OmniGrid　代表取締役(現任)

277,900株

重要な兼職の状況 株式会社OmniGrid　代表取締役

株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期が満了となります。改めて取締役６名を選
任することにつき、ご承認をお願いするものであります｡
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社株式数

３
（再任）

かね

金
 

　
 

　
こ

子
 

　
 

　
まさ

将
 

　
 

　
ゆき

之
(1973年10月３日)

    2004年    6 月 株式会社システムオーガスト　監査役
（現任）

    2010年    7 月 株式会社ブリックス　管理部長
    2014年    10月 株式会社a2media（現　株式会社リン

クコーポレイトコミュニケーション
ズ）　ソリューション事業部　業務管
理部長

    2015年    4 月 当社　取締役　管理本部長
    2018年    4 月 当社　専務執行役員　管理本部長
    2021年    11月 株式会社OmniGrid　監査役（現任）
    2022年    6 月 当社　取締役CFO　専務執行役員　管

理本部長(現任)

67,800株

重要な兼職の状況 株式会社システムオーガスト　監査役
株式会社OmniGrid　監査役

４
（再任）

ふじ

藤
 

　
 

　
さく

咲
 

　
 

　
ゆう

雄
 

　
 

　
じ

司
(1950年９月７日)

    2014年    6 月 天馬株式会社　代表取締役社長
    2016年    6 月 同社　取締役副会長
    2018年    4 月 当社　社外取締役（現任）
    2020年    6 月 田岡化学工業株式会社　社外取締役

（監査等委員）（現任）

－

重要な兼職の状況 田岡化学工業株式会社　社外取締役（監査等委員）
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社株式数

５
（再任）

ちょう

張
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
ゆう

佑
 

　
 

　
き

騎
(1981年９月２日)

    2008年    12月 弁護士登録
    2012年    4 月 佐藤総合法律事務所
    2017年    7 月 永和情報システム株式会社　社外取締

役（現任）
    2018年    4 月 当社　社外取締役（現任）
    2021年    6 月 山田アンドパートナーズアドバイザリ

ー株式会社　社外取締役（現任）
    2022年    1 月 株式会社ユナイテッド・フロント・パ

ートナーズ　社外取締役（監査等委
員）（現任）

    2022年    3 月 弁護士法人ノーサイド法律事務所(現任)

－

重要な兼職の状況 弁護士、弁護士法人ノーサイド法律事務所
永和情報システム株式会社　社外取締役
山田アンドパートナーズアドバイザリー株式会社　
社外取締役
株式会社ユナイテッド・フロント・パートナーズ　
社外取締役（監査等委員）

６
（再任）

いさ

砂
 

　
 

　
がわ

川
 

　
 

　
のぶ

伸
 

　
 

　
ゆき

幸
(1966年12月８日)

    2016年    3 月 株式会社船井総研ホールディングス
社外取締役（現任）

    2016年    4 月 国立大学法人京都大学経営管理大学院
教授（現任）

    2019年    10月 日本経営財務研究学会　会長
    2020年    3 月 当社　社外取締役（現任）
    2022年    10月 国立大学法人京都大学　理事補

－

重要な兼職の状況 株式会社船井総研ホールディングス　社外取締役
国立大学法人京都大学経営管理大学院　教授

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．藤咲雄司氏、張佑騎氏及び砂川伸幸氏は、社外取締役候補者であります。
３．東間大氏を取締役候補者とした理由は、当社経営を牽引し、また取締役会の議長として当社経営の監

督を行ってきた経験・見識などから総合的に勘案したためであります。
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４．下大薗豊氏を取締役候補者とした理由は、当社会長として取締役会の審議事項に関連する当社経営に
係る監督全般を行ってきた経験・見識などから総合的に勘案したためであります。

５．金子将之氏を取締役候補者とした理由は、当社設立時より管理部門の責任者として業務全般を行って
きた経験・見識などから総合的に勘案したためであります。

６．藤咲雄司氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は企業経営者としての豊富な経験と幅広い知識を
有しており、当該知見を活かして経営の監督と経営全般への助言などを期待したためであります。

７．張佑騎氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は弁護士としての豊富な経験と高い見識及び他社に
おいて務められている社外役員としての経営に関する見識を有しており、当該見識を活かすことで、
当社の経営体制の強化に繋がることを期待したためであります。また、同氏が職務を適切に遂行する
ことができるものと判断した理由は、前述の実務経験を有することなどを総合的に勘案したためであ
ります。

８．砂川伸幸氏を社外取締役候補者とした理由は、複数の上場企業における役員経験及び大学教授として
主にファイナンス・ESG・会計分野における豊富な経験と高い見識を有しており、当該見識を活かす
ことで、当社の経営体制の強化に繋がることを期待したためであります。また、同氏が職務を適切に
遂行することができるものと判断した理由は、前述の実務経験を有することなどを総合的に勘案した
ためであります。

９．藤咲雄司氏、張佑騎氏及び砂川伸幸氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役として
の在任期間は、本総会終結の時をもって藤咲雄司氏及び張佑騎氏が6年２カ月、砂川伸幸氏が4年３
カ月となります。

10．当社は、藤咲雄司氏、張佑騎氏及び砂川伸幸氏の各氏との間で、会社法第427条第１項に規定する
責任限定契約を法令の範囲内の限度額で締結しております。藤咲雄司氏、張佑騎氏及び砂川伸幸氏の
再任が承認された場合は、各氏との当該契約を継続する予定であります。

11．当社は、取締役及び監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任
保険契約を締結しております。保険料は会社が負担しております。故意または重過失に起因する損害
賠償請求は当該契約により補填されません。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険
契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して
おります。

12．当社は、藤咲雄司氏、張佑騎氏及び砂川伸幸氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届
け出ております。各氏が再任された場合は、当社は引き続き各氏を独立役員とする予定であります。
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ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 株 式 数

いし

石
 

　
わたり

渡
 

　
 

　
え

恵
 

　
り

梨
 

　
か

香
(1978年11月10日)

    2000年    2 月 スリープログループ株式会社（現　ギ
グワークス株式会社）

    2010年    11月 佐久間税務会計事務所
    2011年    2 月 株式会社ブリックス　経営企画室長
    2021年    7 月 当社　内部監査室長代理（現任）

－

第２号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備えるものとして、下記の１名を補欠監査役
として選任することにつき、ご承認をお願いするものであります。なお、本議案につきましては監
査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．石渡恵梨香氏を補欠監査役候補者とした理由は、当社内部監査を行ってきた経験・見識などから総合

的に勘案したためであります。
３．石渡恵梨香氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項に規定する責任

限定契約を法令の範囲内の限度額で締結する予定であります。
４．当社は、取締役及び監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を締結しております。保険料は会社が負担しております。故意または重過失に起因する損害賠
償請求は当該契約により補填されません。候補者が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険
者となります。
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第３号議案　取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当てのための報酬決定の
　　　　　　件
　当社の取締役の報酬限度額は、2017年６月28日開催の第２回定時株主総会において、年額
375,000千円の範囲内（使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含まない）とご承認いただい
ております。
　今般、当社は、取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」という）が当社の企業価値の
持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進める
ことを目的として、対象取締役に対し、一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定め
に服する当社普通株式（以下、「譲渡制限付株式」という）を下記のとおり割り当てることといた
したいと存じます。
　つきましては、上記当社の取締役の報酬等の額とは別枠として、対象取締役に対する譲渡制限付
株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、年額50,000千円以内として設定いた
したいと存じます。
　また、本株主総会において第１号議案「取締役６名選任の件」が原案どおり承認可決されます
と、譲渡制限付株式に関する報酬の支給対象は、社外取締役３名を除く３名となります。

記

対象取締役に対する譲渡制限付株式の具体的な内容及び数の上限
１．譲渡制限付株式の割当て及び払込み

　当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬として
上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現物
出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。
　なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行又は処分に係る当社取締役会決議の日の前営業
日における東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、
それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける対象取締役に
特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定する。
　また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していること及び下記３．
に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下、「本割当契約」という）を締結しているこ
とを条件として支給する。
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２．譲渡制限付株式の総数
　対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数40,000株を、各事業年度において割り
当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。
　ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを
含む）又は株式併合が行われた場合その他これらの場合に準じて割り当てる譲渡制限付株式の総
数の調整を必要とする場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整することができる。

３．本割当契約の内容
　譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割当て
を受ける対象取締役との間で締結する本割当契約は、以下の内容を含むものとする。
（１）譲渡制限の内容

　対象取締役は、３年以上の当社取締役会が定める期間（以下、「譲渡制限期間」という）、
当該対象取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本割当株式」という）につき、第
三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為を
することができない。

（２）譲渡制限付株式の無償取得
　当社は、対象取締役が、譲渡制限期間が満了する前に当社又は当社子会社の取締役、執行役
員又は使用人のいずれの地位からも退任又は退職した場合には、当社取締役会が正当と認める
理由がある場合を除き、本割当株式を当然に無償で取得する。
　また、本割当株式のうち、上記（１）の譲渡制限期間が満了した時点において下記（３）の
譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある場合には、当社は
これを当然に無償で取得する。

（３）譲渡制限の解除
　当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続して当社又は当社子会社の取締役、執行役員
又は使用人のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につき、譲渡制限
期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。
　ただし、当該対象取締役が、当社取締役会が正当と認める理由等により、譲渡制限期間が満
了する前に当社又は当社子会社の取締役、執行役員又は使用人のいずれの地位からも退任又は
退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要
に応じて合理的に調整するものとする。
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（４）組織再編等における取扱い
　当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式
交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該
組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で
承認された場合には、当社取締役会決議により、本割当株式の全部につき、当該組織再編等の
効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。
　この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の時点において、な
お譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（５）その他の事項
　本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定める。

　なお、当社は、本議案をご承認いただくことを条件に、2024年６月28日開催予定の取締役会
において、従前の取締役の個人別の報酬等の内容に係る基本方針を本議案の内容に沿った形で変
更することを予定しております。また、上記のとおり、本譲渡制限付株式の払込金額は特に有利
とならない範囲の金額とし、希釈化率も軽微であることから、本譲渡制限付株式の付与は相当な
ものであると判断しております。

以上
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会場：東京都新宿区西新宿1-14-11
Daiwa西新宿ビル　６階
TKP新宿カンファレンスセンター
ホール４D

交通 ＪＲ線／京王線／小田急線／東京メトロ丸ノ内線／都営新宿線・大江戸線
新宿駅　南口・西口より　徒歩約５分
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